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はじめに
最近，AI（人工知能）という言葉が話題である。店
に行けば，ロボットが話しかけてくるし，ホテルに行
けば恐竜型のロボットが出迎えてくれてチェックイン
を行ってくれる。手元にある Apple 社の iPhone では
口頭で「Hey Siri」と呼びかければ，ネットからほぼ
的確に知りたいことを教えてくれる。1956年にダート
マス大学で行われたコンピュータ研究のための会議
（ダートマス会議）で初めて AI という言葉が使われて
から，約60年経ってようやく AI がビジネスになって
きたのである。
会計領域においても，AI の適用研究が進んでお
り，一部では高いレベルの AI が適用されたものが実
務の場面に登場してきている。たとえば，freee 社の
クラウド会計や，ワークスアプリケーション社の
HUE などは，領収書やレシートから自動で仕訳され
るだけでなく，決算書までボタン1発で作成される。
また，大手監査法人では会計監査業務への AI の適用
が研究されている。東芝の会計問題を監査法人がみつ
けられなかったことから，人間の判断の前に AI に
よって兆候など怪しげな箇所をあぶり出す方向に進ん
でいる。
さらに，独立系の公認会計士の報告によれば，会計
監査はいずれ AI に置き換わるだろうと予想し，その
後に公認会計士のための主たる業務は経営分析やコン
サルティングなどのいわゆる管理会計業務ではないか
と締めくくっている。すなわち，一般に管理会計業務
への AI の適用は難しいと考えられているようである。
来るべきシンギュラリティー1）までは，少なくとも
AI が適用されたとしても管理会計業務は会計士や企
業の財務経理関係で働く人間に残された仕事として期
待されている。しかし，はたしてそうなるであろう
か。オックスフォード大学のフレイとオズボーン氏の
研究報告（Frey & Osborne, 2013）では，会計関連の
仕事は早々に人から AI に置き換わると予想されてい
る。ただし，「器用さ」「創造性」「説得力のあるコ
ミュニケーション性」の3つに関する業務については
AI で代替することは難しく，将来的にも人がやるべ
き仕事として残ると予測している（Frey & Osborne, 
2013，pp.24-27）。そのことからも，管理会計業務を
十把一絡げで AI との関係を考えるのでは無理があ
る。管理会計業務のうち，AI の適用が可能な業務と
難しい業務を見極めておくべきである。
そこで，本稿では会計業務のうち，とくに管理会計
業務に対しての AI 適用の可能性を検討する。そのた
めには，まず AI という言葉だけでは大きすぎるの
で，AI の歴史，概要および特徴・特性をまとめてお
く必要がある。とくに，AI が現状の適用しやすい領
域と反対に適用が難しい領域とを区別したうえで適用＊専修大学商学部准教授
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する場合の課題を明らかにする。さらに，最近の
ニュースから企業への適用事例を検討する。そのなか
でも，会計業務への AI の適用事例をとくに検討する。
次に，AI 適用を検討する管理会計について業務を
より詳細に分類する。最後に，分類された管理会計業
務それぞれの内容を検討したうえで，AI の適用可能
性を検討する。ただし，あくまでも研究の方向性は管
理会計の精緻化や効率化のための前向きな AI 適用研
究であって，AI によって管理会計の仕事がなくなる
のかどうかを検討する後ろ向きのものではない。
1．AI の進化と特徴
市場では AI ブームに沸いている。企業にとっては
ビジネスチャンスでもあるし，ユーザ側にとっても
AI への期待度は夢物語が現実化する思いから相当に
高くなっている。そもそもこれまでの AI ブームとど
う違うのだろうか。AI とは artificial intelligence の略
であるが，AI という言葉が初めて使われたのは，当
時ダートマス大学で助教授であったジョン・マッカー
シーが1956年のダートマス大学での会議の場で「人間
が抱える問題を解き，自身を改善していける機械」と
いう意味で議論した時とされる。このように始まった
AI は，あたかも牛歩のように少しずつであるが着実
に進化していく。今回の AI ブームは3度目である。以
下に，それぞれの AI ブームの変遷とともに AI がどの
ように進化してきたかを整理する。
1.1　第1次 AI ブーム：1956年～1970年代
第1次ブームは，1970年代にあったが，その直前の
1964年の東京オリンピックで使われた IBM360の大型
コンピュータシステムが三井銀行（現 三井住友銀行）
に譲り受けられて導入されるなど，世界中でコン
ピュータ黎明期と呼ばれる時代でもあった。そのよう
な環境のなかで，1970年代にはすでに脳を真似して作
られた形式ニューロン2）の概念が発表されている。図
表1に，形式ニューロン処理イメージを示す。
ただし，当時はプログラムを前提に研究されていた
ため，すべて人間がそのロジックをプログラミングし
なければならなかった。さらに，当時のコンピュータ
技術では十分にニューロコンピュータを活かすことは
できなかったため，徐々に第1次 AI ブームは冷めてい
くことになった。本稿では，第1次ブームの AI を「プ
ログラミング型 AI」と呼ぶ。
1.2　第2次 AI ブーム：1980年代～1990年初頭
1980年代になると，知識データベースをもつエキス
パートシステムによる AI が第2次ブームとなる。形式
ニューロンと同様に1970年代には発案されていたファ
ジーの実務適用が相次いでいくことにある。ファジー
とは，あいまいさを判断のなかに取り込んだ推論方式
である。現在の AI にもファジーの考え方が活かされ
ている。エキスパートシステムは，知識と推論が区別
されており，知識のデータベースである知識ベースに
多くのデータを蓄積すればするほど，的確な判断が行
えるはずと考えられた。日本でも第5世代コンピュー
ニューロン 出力
入力
入力
入力
図表1　形式ニューロン処理イメージ
（出典）筆者作成。
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タとして1982年から1992年までの国家プロジェクトが
あり，莫大な予算が投入されたものの，結果は芳しい
ものではなかった。
筆者も，大学の研究室時代から始まり銀行に勤務す
るようになってから1990年代初頭頃まで「融資審査エ
キスパートシステム」を研究していた3）。その経験か
らも言えることであるが，当時は RDB（リレーショ
ナル・データベース）を前提に人間の知識を明文化し
て，データとルールに落とし込む方式であったが，そ
の作業は相当に難しいものであった。実際には，ほと
んどの企業でエキスパートシステムの構築は頓挫し
た。当時を振り返ると，その要因は次の3つの問題が
あったからと考えられる。
1つは，文章（テキスト）によるノウハウや知識な
どの情報を扱うには当時のコンピュータでは十分では
なかった。とくに検索機能がきわめて低レベルであっ
た。
2つ目は，RDB のデータベース容量が相当に小さ
く，きわめて高額であった。
3つ目は，エキスパートシステム自体の問題である
が，基本的には「if-then else」の2分岐探索であり，
あいまいさであったり，元に戻って再度判断するなど
のロジックを構成しにくいものであった。つまり，一
度判断すると再び判断されることはないシーケンシャ
ルな判断ロジックであったため，一度判断がずれると
どんどんずれが大きくなり，軌道修正しにくい構造で
あった。
このようにして次第に第2次 AI ブームは下火になっ
ていった。本稿では，この第2次ブームの AI を「知識
ベース型 AI」と呼ぶことにする。
1.3　第3次 AI ブーム：2010年代～
そして，最近の第3次 AI ブーム到来となる。それは
すべて，「ディープラーニング」が実用化されてきた
ことにある（情報処理推進機構，2017）。図表1の形式
ニューロンを多層で学習させる「機械学習」であるた
め，ディープラーニング（深層学習）と呼ばれてい
る。AI にとって革新的に進化した方法論である。図
表2にディープラーニングの処理イメージを示す。
これまでの AI では，パラメータ値の精度を上げて
学習させていくのに対して，ディープラーニングは入
力パラメータを何にするかまで自己学習していくとい
うところが最も大きな違いである。たとえば将棋でい
えば，今までの AI であれば，各駒の強さや特徴，駒
の位置などのパラメータを外から人間が設定し，その
パラメータの最適値を大量の棋譜データを取り込ませ
ることによって学習させるため，人間の設定するパラ
メータ値が重要な要素であった。それに対して，
入力 ニューロン ニューロン ・・・ ニューロン
ニューロン ニューロン ・・・ ニューロン 出力
ニューロン ニューロン ・・・ ニューロン
入力
入力
図表2　ディープラーニング処理イメージ
（出典）筆者作成。
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ディープラーニングでは大量の棋譜データから，逆に
入力されるパラメータ値そのものがなくとも自己学習
することができるようになったのである。
そのおかげで，テキスト（文章），音楽，画像など
構造化されていない情報，すなわち非構造化データが
取り扱われるようになった。さらに，事前にルールを
決めて，人間がそのルール自体を教える必要がなく
なったのである。なぜなら，ディープラーニングに
よって AI 自ら学習してルールや法則を見つけ出せる
ようになったからである。
たとえば，インターネットの Google 翻訳で英語を
和訳した文章が，ほかの相当高価な有料翻訳パッケー
ジソフトよりも格段に読みやすいことが分かる。ま
た，ちょうど2016年から販売された Amazon Echo，
Google アシスタント，Apple の Siri および Microsoft
の Contra は，人の話し言葉である自然言語を理解し
て，的確な答えやサービスを返そうとする。実際に携
帯ショップや銀行の支店に置いてあるロボットのペッ
パー君や，HIS がハウステンボスに第1号をオープン
させて，さらに千葉県浦安にもオープンさせた「変な
ホテル」の恐竜たちも，Echo や Siri 程ではないにし
ても，一定レベルの自然言語の理解が可能である。す
なわち，非構造化データに基づく処理が行えるように
なっている。
非構造化データを処理できるようになったことが，
AI の実用化を現実のものと感じられるようにした最
大の要因である。いま，どんなにすばらしいディープ
ラーニング機能を備えた AI システムであったとして
も，0か1しか処理できないとしたら，ここまで世界中
で AI が話題にならなかったであろう。
非構造化データの処理が進んだのは，2010年ごろか
らマーケティングの世界で相当に話題となった「ビッ
グデータ分析」と無縁ではない。なぜなら，ビッグ
データの本来の意味は，大量のデータということだけ
ではない。それまで，コンピュータは定量的な数値情
報を中心とする構造化データのみを処理の対象として
きたが，文章や画像など RDB（リレーショナル・
データベース）やスプレッドシートなどの構造化ファ
イルを超えて，きわめて莫大な非構造化データまでも
処理の対象とすることができたので，ビッグデータ分
析といわれるようになったのである。
本稿では，この第3次ブームの AI を「ディープラー
ニング型 AI」と呼び，管理会計業務への適用につい
ては，このディープラーニング型 AI を対象に検討す
る。
2．最近の AI の適用事例
本節では，最近の AI すなわちディープラーニング
が適用された事例を検討する。とくに会計関係の業務
に対する AI の適用事例として3社を検討することとす
る。
2.1	 事例1：ハウステンボスにおける AI による労働
生産性の向上
ワークスアプリケーションズ社（2017）によれば
「テーマパークなどを運営するハウステンボスでは，
AI を適用して業務改革を行っている」とのことであ
る。取引先から送られてくる請求書の処理内容を学習
して同類の取引を自動でチェックし，領収書などの画
像を読み込ませて文字列を自動で解析して該当する項
目へと分類する。自動で経費の明細データが作成さ
れ，データの入力業務を大きく減らしている。あとに
続くデータの処理業務についても AI が業務実績に基
づいて処理を先回りして次にやるべき作業を示唆する
仕組みとなっている。
ワークスアプリケーションズ社によれば，「これま
では，テーマパークの営業が終了してから行われてい
た経費や請求書の事務処理に月450時間を費やされて
おり，従業員への作業負担が相当に大きな問題となっ
ていた。また，テーマパークやレストラン，ホテルな
ど，さまざまな事業を展開しているため，取引内容も
多岐にわたり，それらを正しく処理するための確認や
入力内容の修正に時間がかかっていた」とのことであ
る。それに対して，ハウステンボスでは AI によって
会計業務におけるあらゆる煩雑な作業をなくすことに
よって，労働生産性の50 % 向上を目指すとしている。
2.2　事例2：freee 社における AI 仕訳機能
freee 株式会社では，スモールビジネスのバックオ
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フィス業務を AI で効率化することを目的とした研究
開発機関「スモールビジネス AI ラボ」が創設されて
いる。同社のクラウド型の会計ソフトには自動仕訳機
能に AI が適用されている。freee 社の AI による自動
仕訳機能では次の特徴がある。
・インターネットバンキング等から取得した取引明細
に記載された日本語の摘要欄から，適切な勘定科目を
推測する機能
・学習エンジンを搭載し，使用するユーザが増えれば
増えるほど推測精度が向上する機能
また，freee 社では，図表3にある通り，今後さらに
意思決定を担う管理会計業務にまで AI 化を進めてい
る。
2.3　事例3：北國銀行における AI による財務分析
北國銀行は銀行員が担ってきた取引先企業の基礎的
な財務分析を AI が肩代わりするシステムを国内で初
めて開発し2017年4月を目途に導入する（日本経済新
聞，2017a；北國新聞，2017）。資金繰りが逼迫した際
などに，リアルタイムで銀行員に通知して経営支援を
促す仕組みである。効率よく取引先に目配りできる体
制を整え，銀行員が個々の企業と向き合う時間を増や
して取引拡大につなげるとのことである。
企業側では日々の請求書を受け取った場合，スマホ
で写真を撮ってアップロードすればそれだけで自動的
に期日に支払いが行われる。さらに，企業のデータを
北國銀行と共有することによって，従来と比べて経費
が急に増えているなどの変化を察知して AI が企業と
銀行の間に情報の共有化を図る仕組みとなっている。
この仕組みによって，銀行は外部にいたとしても，ど
の企業がどのようなニーズや目的の融資やコンサル
ティングを必要としているのかがすぐに分かるように
なった。北國銀行によれば「スタートアップや中小企
業に対しても圧倒的に効率的な融資業務ができるよう
になる」という。
AI と融資の組み合わせでは，銀行の担当者を支援
する方法のほか「中小企業融資を効率化するという方
向」で AI を適用する銀行も現れている。すでに，横
浜銀行，千葉銀行，福岡フィナンシャルグループ，お
よび山口フィナンシャルグループでは，AI を適用し
て融資の審査を最短当日に短縮する取り組みを進めて
いる。企業が融資を申し込むと，AI がクラウド上で
図表3　freee 株式会社のクラウド会計ソフトの AI 化戦略
（出典）freee 株式会社2016-06-2プレスリリース
（https://www.freee.co.jp/news/smb-ai-labo-0627-4966.html；2017年10月1日現在）。
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管理される財務情報や取引先との決済情報を自動で取
得する。過去2～3年分の取引情報を分析して継続した
売上高があるかなど将来の返済能力を見極める。さら
に「顧客の同意を得たうえで取得した匿名データ10万
社分の過去の会計情報に照らして，企業の収益や財務
基盤を格付けし，融資の可否や最適な金利を設定す
る」（日本経済新聞，2017b）としている。
海外では電子商取引（EC）の売り上げデータに基
づいて融資をするサービスが一時的に広がったが，日
本では売り上げデータだけでは会計が粉飾されている
かが判断できずに，融資のスコアリングでは不十分
だったとの反省が根強い。そのため，売り上げ情報以
外の日々の取引の状況やその他の定性的な情報も含め
て総合的かつ高速に推論する AI には，あらためて期
待感が強くなっている。
3．AI による機能とデータへの影響
最初に，AI の進化に伴って対象とされるデータが
構造化データから非構造化データにまで拡大した点
と，事前のルール設定の要否が問われなくなった点を
まとめる。それに続いて，AI の適用可能な機能と，
反対に AI ではまだ対応困難な機能や特性を明らかに
する。
3.1　AI の変遷に対するデータ範囲と判断有無
第1次のプログラム型 AI は構造化データのみ対象と
され，かつ事前にルール設定が必要であった。第2次
の知識ベース型 AI では，テキスト（文章）を検索の
対象とすることができるようになり，一部の非構造化
データが取り扱えるレベルになった。しかしながら，
あくまでもテキストがデータベースである知識ベース
と一致したかどうかにより，あらかじめ決められた答
えを返すものであった。そのため，完全に非構造化
データが対象になったというよりも，非数量情報とし
てテキストも検索キーに設定できるようになった程度
でしかなかった。さらに，知識ベース型 AI はルール
を事前に蓄えておかなければ機能しなかった。すなわ
ち，あくまでも因果連鎖をルールとして事前に設定さ
れた AI，すなわちルール設定型の AI であった。
現在の第3次 AI ブームにおけるディープラーニング
は非構造化データが取り扱えるようになったという点
と，事前のルール設定が必要ではなくなったという点
できわめて画期的である。まさに，AI 白書では
「ディープラーニングが AI を大きく変えた。（中略）
AI の分野で議論されている様々な難問において，結
局のところは，データを基にして特徴量を抽出すると
ころに大きな困難性があり，それが今，『現実的な方
法で』『実際に』解けるようになっている」（情報処理
推進機構，2017，p.17）と述べている。
言語などの非構造化データが取り扱えるようになっ
たことと，AI 自らが学習してルールを考え出すこと
ができるという点は，これまでの AI にはない，より
人間の処理に近いものになったのである。図表4に，
AI の変遷と可能になった情報と判断有無の状況を示
す。
3.2　AI によって可能になる機能
ディープラーニングによって，図表4の通り入力
データは構造化データと非構造化データすべてが AI
図表4　AI 進化に伴う処理概要の変化
入力データ 構造化データ 非構造化データ
ルール設定型
（因果連鎖型）
ルール非設定型
（自己学習型）
（出典）筆者作成。
ディープラーニング型 AI
知識ベース型 AI
プログラミング型 AI
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の対象となった。なにより，ルール非設定でも自己学
習によって AI が自分でルールを見つけ出していく点
が最近の実用化の要件となっている。このような
ディープラーニング型 AI の登場によって，どのよう
な機能が AI で実行可能になるだろうか。
まず，ルールすなわち判断ロジックが明確であり，
その判断のための情報が構造化データにより明らかな
機能の場合には，従来の AI であるプログラム型 AI や
知識ベース型 AI でも十分に適用可能である。知識
ベース型 AI であるエキスパートシステムが1990年代
前半までに下火になったのは，ハードやソフトの機能
が追い付かなかったからである。いまの CPU の処理
性能や高速で大容量なメモリ・ディスクをもってすれ
ば，構造化データ入力でルールありの推論は，全く問
題なく実用化できる。
次に，非構造化データの場合の AI の適用度合いに
ついて検討する。非構造化データとはたとえばテキス
ト（文章），音，画像などデータベースに一定の規則
性を持って整理するのが困難なデータのことをいう。
図表4に示した通り，ディープラーニング型 AI が非構
造化データをもとに推論することを可能にした。その
おかげで，各社会計ベンダーが実用化している AI に
よる自動仕訳が実用化されたのである。
さらに，ディープラーニング型 AI では，あらかじ
めルールが提示されていない場合でも，自ら学習を行
うことによってルールを見つけ出すことができる。そ
のため，将棋，囲碁などの棋譜データから最適解を見
つけ出したり，過去の判例から不正を発見したり，銀
行や税理士が行うような企業の日々の資金取引の状況
から兆候をかぎ取ったりすることが，きわめて人間と
同レベルかそれ以上に精度高く AI によって実現でき
るようになっている。実際に，将棋 AI ソフトの「ポ
ナンザ」や囲碁の「アルファ碁」では，因果関係は不
明であっても過去の棋譜データによる結果からディー
プラーニングを行わせて，その時々の最適解が見つけ
られるように AI 自ら学習している事例がすでに存在
している。
3.3　AI では対応困難な創造性
フレイとオズボーン（2013）は「器用さ」「創造性」
および「説得力あるコミュニケーション性」の3つ
が，将来的にも人間に残される機能要件であるとす
る。逆にいえば，この3つの機能が AI では十分に機能
しないものとして考えられている。
そのうち，「器用さ」は熟練の技と言い換えること
ができるが，これはすでに医療現場では人間よりも確
かということですでにロボットとして開発されつつあ
る。単純なコミュニケーションについては，すでに
2017年には日本でも Amazon Echo, Google アシスタ
ントなどコミュニケーションが取れる AI ツールが販
売されてきており，AI のコミュニケ―ション性はこ
れからますます向上していくものと予想される。しか
し，いまの AI ではいまだ「説得力あるコミュニケー
ション」はできない。
「創造性」について検討してみよう。AI に学習させ
るにしてもこれまでの情報をもとにされることが多
い。すなわち，過去の情報に基づいて最適解を算出す
ることについては，早くもれなく正確であるため，AI
は相当に力を発揮できるし，人間であるユーザも大変
重宝する。
教育の場面でいえば，試験のための教育（学習）が
高得点を取ることを意味する。ただし，その学習は過
去問題を元にした詰込み型になりがちで，優秀な学校
にうまく入れたとしても成績が伸び悩む学生も少なく
ない。その学生は問題を解くことは優れているが，自
ら問題を発見し，かつその問題を解決するための方法
を自ら考え出すことができない。ディープラーニング
型 AI もそういった学生と同様である。どんな言語で
書かれた試験問題でも，引っかける意地悪な試験問題
であったとしても，記憶力抜群な AI は早く正確にそ
れら問題の主旨を読み取って解くことはできる。しか
し，現実に起こるさまざまな事態に対応する全く新し
いことを企画する能力やクリエイティブな案を創造す
る力など，一からイノベーション的に考え出すといっ
たことは，いまの AI ではまだまだ難しいと言わざる
を得ない。
ただし，AI は案自体を創造することは不得手で
あっても，案を他に応用する適用能力は場合によって
は人間よりも優れているかもしれない。たとえば，銀
行のリスクを取り込んだ意思決定業務はかなり進んで
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いるが，それを銀行以外の企業に導入する発想が AI
であれば可能である。人間は，どうしても特定の業種
しか知らなかったり，自分の会社のことしか分らな
かったりするために，どうしても思いもつかなかった
事業や業種への進出が全く意識にさえのぼらないこと
が少なくない。もちろん，業界や企業の間の「しがら
み」や「既得権益」が暗黙で存在したり，感じられた
りするために，人間には新規分野への既存機能の横展
開型企画の発案は難しいことが多い。
それに対して AI は，横展開型企画案であれば過去
から学習したパターンから出力する判例を抽出する方
法が適用できるので，常識から脱却できない人間では
思いもつかないような案を提示することができるだろ
う。さらに横展開型企画が人間よりも AI の方が優位
なのは，中長期にわたる価値の最大化が，全くしがら
みも忖度もなく発案できるという点である。
3.4　AI によって対応困難な戦略性とフィロソフィー
そのほか，責任は人間にしか取れない点もいざビジ
ネスを行うにも非常に重要な点である。また，幸福
感・安心感・嫌悪感などの感情があるのが人間なの
で，そういったきわめて人間的な判断は AI には難し
いということができる。これは，管理会計領域でいえ
ば，相関性とは無縁の経営者のやる気からくる「戦略
性」，担当者の「忠誠心」，さらに顧客との「信頼感」
や顧客の「満足感」，両者の間の「安心感」など，い
わゆる非財務情報で管理せざるを得ない業務は，AI
ではまだ適用は難しいということになる。さらにいえ
ば，カルチャー，マインド，フィロソフィーなども，
人間にとっては「全員が同じ方向に向かって動くよう
な空気」（以下，フィードフォワード型インタンジブ
ルズとする）が AI ではまだ十分に理解できない。
AI は，これまでプログラミング型から始まり，次
にエキスパートシステムなどの知識ベース型，そして
最近のディープラーニングなどの機械学習によって構
成されている。インタンジブルズなどの無形ないしは
定性情報については，ほとんどが非構造化データにな
るため，プログラミング型 AI や知識ベース AI での取
り扱いはほぼ不可能であった。それに対して，非構造
化データまでを処理の対象とするディープラーニング
による AI であれば，インタンジブルズに関する業務
への適用も今後ますます可能になると考えられる。因
果関係は不明であっても，結果さえあれば，ディープ
ラーニング型 AI ではルールの抽出が可能であること
から，根拠や因果が不明なインタンジブルズに関する
業務についても，いずれは人間と同じように判断する
図表5　AI の適用可能な領域（AI 適用可能性業務テンプレート）
入力データ 構造化データ 非構造化データ
特性 数値情報など
の定量情報
テキスト（文章），音楽，
画像など非数値の定性情
報
戦略性・フィロソフィー・
マインドセットなど の
フィードフォワード型イン
タンジブルズ
ルール設定型
（因果連鎖型）
ルール非設定型
（自己学習型）
（出典）筆者作成。
ディープラーニング型 AI
知識ベース型 AI
プログラミ
ング型 AI
現状の AI では
対応困難
ルールの事前設定は
できないので本稿で
は検討対象外とした
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ことが可能になるだろう。
また，AI では感情や情緒がまだ十分に理解できな
い。そもそも AI によって最適な解答を得たとして
も，AI 自身はディープラーニングによって真の意味
が理解できて答えているわけではない。Google 翻訳
にも AI が適用されており，最近では他の AI の適用さ
れていない翻訳ソフトに比べて十分に意味の通じる翻
訳がされるようになっている。場合によっては人間よ
りも読みやすく良い翻訳となっていると言われること
もある。しかし，Google 翻訳はあくまでも翻訳ツー
ルでしかないため，Google 翻訳自体は真に文の意味
が分かっている訳ではない。
したがって，いまの AI では意味が分からないまま
に正解を出せるところまでになっているので，今後は
真の意味を理解してビジネスにとってより最適な解を
出せるようになることが課題の1つである。AI は，根
拠や理由は後回しにするかもしれないが，インタンジ
ブルズな情報を含むあらゆる情報をもとにいま考えら
れる最適な解の提示ができるようにまでなった。しか
し，まだ AI は真の意味が理解できていないので，そ
のなかに内包された感情や情緒が分からないのであ
る。
以上の検討結果から，AI が適用困難な機能を図表4
に加えて整理すると，図表5の通りとなる。
3.5　AI と統計分析との関係
AI は意味を理解していなくても答えられるという
ことは，理屈や根拠は分からなくても与えられた条件
から最適な解が提示できるのが AI の特徴ともいえ
る。AI は自己学習してパラメータ値もしくはパラ
メータそのものを決定していくので，通常のプログラ
ムと違って，AI の判断結果は分かっても，その判断
根拠は不明な場合がほとんどである。将棋の場合で
も，よくニュースになっているように，AI が「あの
時どうして全く関係のないような手を打ったのか」と
いうことが話題になるのと同じである。統計分析と同
様かそれ以上に，AI による判断根拠はブラックボッ
クス化されてしまう。
しかし，AI ではブラックボックスになりそうに思
えるが，相関分析を中心とする統計の結果について
も，なぜその相関が高いのか，その要因を明らかにす
るのは容易ではなかった。そのため，統計分析が使わ
れる際には「仮説検証型アプローチ」になるのが一般
的である。反対に AI ではあえて仮説は必須とされな
い点が統計分析との大きな違いである。依田ら
（2016）は，マーケティング実践における「結果」と
「理由」の捉え方の変化を Amazon.com と Google の
事例をもとに研究している。すなわち，要因を求める
仮説検証型よりも結果の有効性を重視した AI による
マーケティングへの変化が検討されている。
そのことから，AI では比較的に，演繹的な仮説検
証型アプローチをとらずに，帰納法的アプローチであ
る点が適用可能な機能の範囲に影響を与える可能性が
ある。ただし，仮説検証型と同様と考えられる「教師
あり学習4）」も AI では一般的に行われるので，AI で
は仮説検証型の統計的手法が不可能ということではな
い。そうではなく，AI では仮説検証型の推論を内包
しつつ，なおかつ仮説がない場合でも推論が行うのが
AI の大きな特徴と考えられる。
図表6に，仮説検証型の統計分析と，ディープラー
ニング型 AI の仮説有無による適用可能性を示す。
4．AI の適用可能な管理会計業務
財務諸表作成に適用される制度としての原価計算に
ついては，ほぼすべてが数年のうちに AI で実行可能
図表6　仮説検証型アプローチの統計分析とディープラーニング型 AI
仮説有無 統計分析による仮説検証型アプローチ ディープラーニング型 AI
仮説あり 適用可能〇 適用可能〇
仮説なし 適用不可能× 適用可能〇
（出典）筆者作成。
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になる。事例2でもみてきたように，現在では商業簿
記について会計事務所や会計ソフトベンダーの間です
でに相当なスピードとレベルで AI 化が進んでいる。
工業簿記についても時間の問題である。なぜなら，日
商簿記試験の工業簿記や原価計算の問題では当然なが
ら解き方のルールがあるので，ディープラーニング型
AI が最も得意とする領域の機能である。
それでは，管理会計業務のすべてに AI が適用でき
るのだろうか。たとえば，意思決定会計ではどうであ
ろうか。図表5の AI 適用可能性の機能領域をもとにす
ると，意思決定会計のうち「定性評価による代替案の
比較」にのみ AI 適用にまだ時間がかかると思われ
る。それ以外については，ほぼすべて AI による代替
や適用が可能になると推察される。以下に，具体的に
企業内の管理会計を図表5の AI 適用可能性業務テンプ
レートにマッピングすることにより，それぞれについ
て AI の適用可能性を検討してみよう。
まず，管理会計に関連する業務を抽出する。櫻井
（2015），岡本・廣本・尾畑・挽（2008），園田（2017）
および浅田・頼・鈴木・中川・佐々木（2017）をもと
にしながら，さらに実務で管理会計業務と考えられて
いるものから広く管理会計関連の業務項目を抽出し
た。そのなかでも，原価計算については制度または経
営のための原価計算を区別して検討できるように，具
体的な業務にまで分解する。同時に，起票，決算，監
査など財務会計業務についても比較のため，管理会計
業務と合わせて以下の通り抽出した。
管理会計とその他会計関連業務：
A）　日々の売上・支払業務
B）　簿記・仕訳業務
C）　原価計算業務
（ア）個別原価計算
（イ）総合原価計算
（ウ）標準原価計算
（エ）直接原価計算
（オ）損益分岐点分析
（カ）原価企画
（キ）品質原価計算
（ク）ABC/ABM（activity-based costing/activity-
based management：活動基準原価計算／活動
基準管理）
D）　決算業務（財務諸表作成業務）
E）　会計監査業務
F）　経営分析業務
（ア）定量的経営分析
（イ）定性的経営分析（事業性評価等）
（ウ）経営アドバイス
G）　経営計画策定・予算管理業務
H）　業績評価業務
（ア）定量的業績評価
（イ）定性的業績評価
I）意思決定業務
（ア）定量的意思決定
（イ）定性的意思決定
J）　戦略策定（BSC）
K）　IR・開示業務
L）　統合報告
以上の業務を，図表5の AI 適用可能性業務テンプ
レートにマッピングしたのが，図表7の通りである。
ルール設定型を対象とした旧来のプログラム型 AI や
知識ベース型 AI ではテキスト（文章）が読めないこ
とで限界があったが，ディープラーニング型 AI であ
ればテキスト入力が可能になったことから，「A. 日々
の売上・支払」「B. 簿記・仕訳」「D. 決算」「E. 会計監
査」などの財務会計実務への適用は相当な勢いで現実
化している。会計ベンダーが AI を適用したクラウド
型のソフト5）を提供し，大手監査法人が監査への AI
適用を研究しているのがその証左である。
同様に，ほとんどの原価計算についても非構造化
データが取り扱えるディープラーニング型 AI によっ
て，ルールが設定できることから相当に早い時期に
AI 対応された原価計算ソフトの提供や実務への AI 適
用がなされるものと予想される。それは，「C.（ア）
個別・（イ）総合原価計算」「C.（ウ）標準・（エ）直
接原価計算」「C.（オ）損益分岐点分析」などは AI の
適用が十分に可能である。
「F. 経営分析」「H. 業績評価」「I. 意思決定業務」に
ついては，定量的な数値情報からでも AI 化は可能で
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ある。さらに，それだけでなく定性的情報すなわち非
構造化データが取り扱えるディープラーニングによっ
て，よりきめ細かな倒産分析や事業性評価などの意思
決定や評価・分析が可能になる。ただし，「F.（ウ）
経営アドバイス」はルールや法則を AI 自らが学習し
て見つけ出すことになる。
図表7　管理会計業務の AI 適用可能性検討
入力データ 構造化データ 非構造化データ
特性 数値情報など
の定量情報
テキスト（文章），音楽，
画像など非数値の定性情
報
戦略性・フィロソフィー・
マインドセットなど の
フィードフォワード型イン
タンジブルズ
ルール設定型
（因果連鎖型）
＊【会計制度】
など
ルール非設定型
（自己学習型）
（出典）筆者作成。
A．日々の売上・支払業務
B．簿記・仕訳
C．（ア）個別・（イ）総合原価計算
C．（ウ）標準・（エ）直接原価計算
C．（オ）損益分岐点分析
D．決算業務
E．会計監査業務
K．IR・開示
F．（ア）
定量的経営分析
F．（イ）
定性的経営分析
H．（ア）
定量的業績評価
H．（イ）
定性的業績評価
I．（ア）
定量的意思決定
I．（イ）
定性的意思決定
C．（カ）原価企画
C．（キ）品質原価計算
C．（ク）ABC/ABM
F．（ウ）経営アドバイス
G．経営計画策定・予算管理
J．戦略策定（BSC）
L．統合報告
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ディープラーニング型 AI は，これまでのコン
ピュータでは不可能であった「C .（カ）原価企画」
「C .（キ）品質原価計算」「C .（ク）ABC/ABM」
「F.（ウ）経営アドバイス」「G. 経営計画策定・予算管
理」への適用が可能になる。ディープラーニング型
AI であれば，ルールの事前設定が不要であり，自ら
学習をすることで最適な将来計画や方向性を示すこと
ができるようになるだろう。すなわち，ディープラー
ニング型 AI を適用すれば，過去や現在の構造化・非
構造化データのさまざまな情報をもとにフォワード
ルッキングな最適解が出せるように学習させることが
できるからである。
これまでの統計分析では定量的な情報のみでまた仮
説による因果関係に基づいて予想するものであった
が，ディープラーニング型 AI では仮説はなくとも，
有効な結果から将来を見通すことができるようにな
る。同様に，ABM についても今後の BPR（business 
process re-engineering）の方策や業務改善案など
は，ルールから導き出されるものではない。新たに
ルールを導き出して最適解を出さなければならないの
で，ディープラーニングによって有効な結果を学習さ
せることになる。
ただし，「C.（カ）原価企画」「C.（キ）品質原価計
算」「C.（ク）ABC/ABM」「F.（ウ）経営アドバイス」
「G. 経営計画策定・予算管理」では，本部各部や現場
との調整が相当頻繁に必要である。フレイとオズボー
ン（2017）のいうとおり，説得力あるコミュニケー
ションが十分ではない AI では，高いコミュニケ―
ション力が必要な部署や人間間の調整機能を伴う管理
会計業務への適用は難しいといえる。
さらに，図表5で示した通り，ビジョンに向かって
戦略的な観点で組織を動かそうとする「戦略策定
（BSC）」，持続的成長を目的に戦略的に活用される
「統合報告」，マインドセットやカルチャー変革まで行
おうとする「F.（ウ）経営アドバイス」，さらに常に
乾いた雑巾をさらに絞るすばらしいトヨタマインドの
「カイゼン」や，アメーバ経営における「フィロソ
フィー」などのフォワードルッキングで最適にマネジ
メント・コントロールするための動かそうとするベク
トルをもつ「見えざる力」に対しては，いまのディー
プラーニングで学習するのはまだ困難である。人の間
の調整は，まだ人間にしかできないということであ
る。
おわりに
伝票起票，簿記・仕訳，決算（財務諸表作成）は，
相当な勢いで AI 化が実現している。公認会計士の主
たる業務である会計監査業務も人間では見つけられな
かった不正取引や誤りの処理が AI を適用すること
で，瞬時に正確にもれなく検知できる時代に突入して
いる。各企業の経理担当者や経理代行を行っている税
理士，さらに大手から中小までの各監査法人の会計士
は，いまや仕事がなくなる危機感に直面していると
いっても過言ではない。
そこで，あらためて経営分析や意思決定会計などの
管理会計業務に活路を見出す必要があるといわれてい
る。ただし，AI 化によって管理会計業務はどうなる
であろうか。単純に管理会計では，経営のための会計
であるからとか，単なる集計ではなく配賦計算も必要
となるから，AI 化は当分ありえないといえるだろう
か。そこで，本稿では管理会計業務を細分化してそれ
ぞれの AI 化の適合度合いを検討した。
その結果，管理会計業務のうち，会計士試験や日商
簿記試験にあるような問題に対して答えを出すことに
ついては，いまの財務会計への AI の適用状況を見る
限り，全く難しいことではない。なぜなら，いまの
AI のディープラーニングでは，数字や記号のような
パラメータ入力だけでなく，テキスト（文章）や画像
などの非構造化データを入力させて機械学習させるこ
とができるからである。
また，事前にルールが分かっていないとか，基準な
どの会計制度がなくとも，優位な結果から最適解を出
すことが，ディープラーニング型 AI であれば可能で
ある。管理会計はもともと会計制度に従って行われる
ものというよりも，各企業が経済社会の状況や将来の
予測に基づいて，資本や資源の最適な配賦や割当を行
うものである。そのため，常に因果関係が明確になっ
ているものではなく，都度動きながら最適解を探し求
めるのが管理会計といってもよい。そうなると，ルー
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ルが事前に決められていなくとも，最適解を選び出す
ことのできるいまのディープラーニング型 AI は管理
会計業務にとって有効に機能するものと考えられる。
しかし，ディープラーニング型 AI であっても，ま
だ十分に適合できない業務領域がある。すなわち，創
造性，芸術性，戦略性，フィロソフィーなどの感情や
情緒などが必要となる業務については AI ではまだ困
難である。管理会計業務では，原価企画，経営アドバ
イス，戦略策定（BSC），統合報告などの業務は，AI
の適用は当分難しいだろう。「経営は芸術である」と
すれば，経営のための会計である管理会計はやはり
AI ではまだ十分に置き換わるものではないと思われ
る。
最後に，本研究を通して経理業務，財務諸表作成業
務，会計監査業務には AI の適用は相当に進むことが
分かった。製造業では IoT（Internet of Things；モノ
のインターネット）が第4次産業革命といわれるが，
会計業務においてはこの AI によって第4次産業革命が
起こるのではないだろうか。というよりもすでに産業
革命は起こっている。ほんの数年のうちに，AI が
入っていない経理・会計システムは信用されなくな
り，AI で作成されチェックされているのが当然の時
代になる予感がする。今後，さらに AI の適用を避け
るのではなく，うまく活用していく方法を理論と実証
で研究しなければならない。本稿の研究はまた緒に就
いたばかりであるが，あらたな管理会計研究のきっか
けになれば幸いである。
注
1）シンギュラリティー（技術的特異点，Technological Singu-
larity）とは，人類の技術開発の歴史から推測して得られる
未来のモデルの正確かつ信頼できる限界のことを指す。
Google の人工知能研究者であるレイ・カーツワイルは2045
年頃にシンギュラリティーが起きると予想しており，2045年
以降は AI が新しく考え出した知見を人間が理解できなくな
ると予言している。
2）1943年にウォーレン・マカロックとウォルター・ピッツは
人工ニューロン（artificial neuron）を発表した（McCulloch 
& Pitts, 1943）。その後，発案されたディープラーニングに
対して，人工ニューロンは形式ニューロンとも呼ばれるよう
になった。
3）成果の一部は，情報処理学会論文にある（谷守ほか，
1990）。
4）「教師あり学習（Supervised learning）」とは AI の機械学習
の手法の一つで，事前に与えられたデータである「問いと答
え」を先生からの教えのように学習するもの。学習すればす
るほど賢くなるが，過学習の状態になると応用が利かずに例
題と全く同じ問題しか解けなくなる。他方，答えが与えられ
ずに本質的な構造やルールを考えていく「教師なし学習
（Unsupervised Learning）」がある。
5）日々の経理事務については，市販の AI 搭載型会計ソフトで
はすでに以下の3つが実現できている。①レシートなどの画
像スキャンデータから直接，自動的に仕訳データを生成する
自動仕訳機能，②人がデータを入力する際に，過去の入力
データから候補を自動的に提示する入力サポートや入力誤り
などを検知しアラームを出す入力補助機能。③人が次にやる
べき作業を AI が提示する作業手順ガイド機能。
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